
※本データは、新築・増築・改築の申請があった建築確認申請(民間受付含む)と工事届の合算となります。
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調査時期：２０１４年１２月中旬～２０１５年１月上旬

調査対象：村上市内事業所 ２００社 有効回答数 １４６社（回収率７３．０％）

〔業種別内訳〕 卸売・小売業64社、建設業41社、製造業28社、飲食店・宿泊業20社、サービス業47社
〔地区別内訳〕 村上地区103社、荒川地区33社、神林地区21社、朝日地区20社、山北地区23社

実施機関：村上市商工観光課
村上商工会議所、荒川商工会、神林商工会、朝日商工会、山北商工会

分析機関：村上商工会議所

全国状況：全国中小企業動向調査結果【小企業編】（2014.10～12実績、2015.1～3見通し）
日本政策金融公庫 総合研究所

ＤＩ＝「良い」企業割合－「悪い」企業割合（売上高などの実数値の上昇率を示すものではなく、強気・弱気などの

景気感の相対的な広がりを意味する。）

『市内中小企業の景況は弱い動きが続いている』
■村上市の業況

今期(14/10～12月期)の業況判断ＤＩ(全業種計)
は、前期(14/7～9月期)に比べて１．９ポイント上昇
し▲１７．１となった。前期における今期予測よ
りも４．９ポイント下回ったものの、ＤＩは３期振り
に上昇した。この要因は、受注確保に努めた建設
業と製造業、サービス業のＤＩが上昇し全体を押
し上げたため。
来期(15/1～3月期)のＤＩは、横這い予想の製

造業を除き、全業種で低下予想があり、２５．３
ポイントの大幅悪化で▲４２．４に急落する見通し。
これは、足元の原油安が好材料となる一方、消費
者の生活防衛意識の高まりなど消費者マインドに
弱さが見られる中、受注・売上の伸び悩みと、円
安進行に伴う仕入価格上昇や電力コスト増で、今
後も収益が圧迫されていくなど懸念があるため。
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村 上 市 景 況 調 査 報 告
平成２６年１０～１２月期の実績と平成２７年１～３月期の見通し



今期の業種別業況判断ＤＩは前期比で、建設業
が競争激化のなか受注確保に努めるなどで１２．
５ポイント、製造業が受注・販売不振の声も多いなか
取引先開拓などで８．７ポイント、サービス業も３期
振りに盛り返し５．７ポイント、それぞれ上昇した。
一方、低下した業種は、卸・小売業と飲食・宿泊
業の２業種。前者は人口減少による構造的な需要
縮小や、節約ムードのなか大型店同士の価格競争
の波にのまれたことなどが影響、後者は１２月の
悪天候や衆議院の解散総選挙などが影響した模様。
来期は、横這い予想の製造業以外の全業種でＤ

Ｉが低下する見通し。寄せられたコメントに、経
済対策の予算(3.5兆円)が少ない(建設業)、原材
料値上げで利益減少(製造業)、積雪など天候に左
右される(卸・小売業、飲食宿泊業等)があった。

今期の売上ＤＩ(建設業除く)は、
前期比６．６ポイント上昇し▲１７．
０となった。上昇は４期振りで、
前期における今期予測よりも５．
０ポイント上回った。ただ、前年同期
比では２１．９ポイント下回っている。
全国ＤＩは、前期比２．４ポイント

低下し▲２６．２となった。低下
は３期連続。
来期については、３２．６ポイント

の大幅低下で▲４９．６となる見
通し。
全国ＤＩも、１１．０ポイント低下

し▲３７．２となる見通しである。

今期の受注ＤＩ(建設・製造業)
は、前期比０．８ポイント上昇し、▲
１７．０となった。上昇は４期振
りだが、前期における今期予測よ
りも３．４ポイント下回っており、前
年同期比でも４３．８ポイントと大き
く下回っている。
来期については、１８．１ポイント

低下し▲３５．１となる見通し。
〈ＤＩ内訳〉 前期 今期
建設業▲ ０．１ → ▲１８．８
製造業▲３１．５ → ▲１０．０
〈ＤＩ内訳〉 今期 来期
建設業▲１８．８ → ▲４６．８
製造業▲１０．０ → ▲１９．１
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今期の採算ＤＩ（全業種計）は、
前期比１９．７ポイントの大幅上昇で
１６．３となった。上昇は４期振
りで、前期における今期予測より
１５．５ポイント上回っており、前年
同期比でも４．５ポイント上回った。
全国ＤＩも、前期比３．４ポイント

上昇し▲１５．７となった。但し、
前年同期実績と比べると１４期振
りに下回っている。
来期については、３６．８ポイント

の急落で２０．５となる見通し。
全国ＤＩも１１．１ポイント低下し、

▲２６．８となる見通しである。

今期の資金繰りＤＩ（全業種計）
は、前期に比べ５．１ポイント上昇し
▲７．７となった。前期における
今期予測より４．２ポイント上回った
が、前年同期比では２．４ポイント下
回った。
全国ＤＩは、前期比１．６ポイント

低下し▲２４．９となった。

来期については、１７．８ポイント
低下し▲２５．５となる見通し。
全国ＤＩも１１．２ポイント低下し、

▲３６．１となる見通しである。

今期の借入ＤＩ(全業種計)は、
前期に比べて３．７ポイント上昇し、
２．９となった。マイナス圏域か
らプラス圏域に復活した。

〈内訳は以下の通り〉
「容易になった」
前期 ２．６％ → 今期 ４．３％

「変わらない」
前期３９．３％ → 今期４７．５％

「難しくなった」
前期 ３．４％ → 今期 １．４％

全業種における今期に設備投資
した企業の割合は、前期比２．１
ポイント低下し、１３．４％となった。
前年同期比でも５．３ポイント下回っ
ており、低下は３期連続。

来期に設備投資を予定している
企業の割合は、更に２．１ポイント低
下し１１．３％となる見通しで、
調査開始(08/4-6期)以来、10/1-3
期に次いで二番目に低い水準とな
りそうだ。
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